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固定資産台帳への登録漏れを防ぐために、資産形成に関係する支出を行った

際には、資産管理担当部局において正確に作業を行うことに加えて、支出伝票

に固定資産台帳への登録済伝票を添付して、会計担当部局の確認等を受けると

いった体制を整えることも有効であると考えられる。 

 

 

  

修繕料でも、資産計上されるものとそうでないもの
（資外）に細節を分けて予算計上。

委託料については、大きく資産と資産外というカテゴ
リーに分けたうえで、それぞれに該当する細目を設
定することにより、資産計上するものを予算の段階
で特定。

翌年度の工事に対応する工事設計費などについて
は、今年度は建設仮勘定に集計する必要があるの
で、建設仮勘定部分について、分けて予算計上して
いる。

臨時も明示

平成27年度砥部町当初予算書

① 予算仕訳の取組

固定資産台帳への登録漏れを防ぐための取組（愛媛県砥部町）
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  （田中委員提供資料） 

予算書

支出伝票

伝票欄外

実際の予算書と支出伝票

② 支出伝票への仕訳情報の掲載

資産形成となる支出伝票には、必ず資産台帳登録済の伝票も
添付し、計上漏れを防ぐようにしています!!

資産台帳登録済票

③ 支出伝票への固定資産台帳登録済み伝票の添付
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さらに、新規取得資産の固定資産台帳への登録について、漏れなくかつ作業

の省力化を進めるために、固定資産台帳への登録に必要な情報を支出伝票起票

時に併せて記録することが有効である。 

固定資産の取得の際には、通常、複数の支出伝票が関連し、それらの伝票群

から形成される資産も複数となる場合が多く、伝票と資産の関係については、

例えば、以下のような関係になることが考えられる。 

支出伝票起票時には、仕訳の確定や固定資産台帳への登録ができないため、

建設仮勘定に計上し、工事完成時や期末の整理仕訳の際に本勘定に振り替え、

固定資産台帳に登録することとなる。その際には、 

⑴当該工事に関連する伝票を漏れなく集約すること 

⑵集約された資産取得額を個々の資産ごとに配分すること 

の２点が重要であり、これに必要となる資産グループの情報を、あらかじめ支

出伝票起票時に併せて記録しておくことで、漏れなく作業を行うことが可能と

なる。また、そのための体制を整理しておくことも重要である。考えられる体

制の例については、巻末の参考資料を参照されたい。 

【新規取得資産の固定資産台帳登録に係る効率的な作業手順：61ページ参照】 

 

 ②内容の精緻化 

固定資産台帳の内容を精緻化していくためには、まず、固定資産台帳に記載

されている内容と、実際の資産の状況に乖離が生じないようにすることが重要

である。現状、固定資産台帳の更新に際して、現物確認を特に行っていない団

体も見られる状況であり、そのような団体においては、固定資産台帳と実態と

の間に乖離が生じている可能性がある。 

固定資産台帳を資産管理に活用していく観点からは、定期的に現物確認を行

い、実態との乖離が生じないようにしていくべきことを、財政課等のとりまと

め部局だけでなく、各施設所管課にも確実に周知して、各施設所管課において

確認体制を整えることが求められる。なお、資産の件数が膨大であること等に

より、現状において現物確認ができていない場合も考えられるが、そのような

場合には、複数年をかけて確認を一巡させる等の工夫を行うことも方策の一つ

として考えられる。 

支出伝票 取得された資産
①設計委託料 建物本体
②工事請負費（前払金） 建物付属設備（電気設備）
③工事請負費（中間払金） 建物付属設備（空調設備）
④工事監理委託料 建物付属設備（給排水設備）
⑤工事請負費（精算払金） 工作物（外構設備）

※どの伝票がどの資産かは特定できない。

⇒
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また、固定資産台帳の更新の際に、建物と附属設備を一体的に計上している

団体においては、内容の精緻化に向けて、原則に従って、建物本体と附属設備

を耐用年数に応じて分類して計上することが必要である。 

資産を形成する支出を行い、資産計上する必要が生じた際には、費用按分を

的確に行うべく、各施設担当課において按分作業が円滑に行えるよう、統一的

な様式を作成し、庁内共通で使用することが方策の一つとして考えられる。こ

うした様式を定める際には、以下のような区分・按分ができるものであること

が必要である。 

・建物本体と附属設備を区分できること 

・耐用年数が異なる附属設備（電気設備、空調設備、給排水設備等）を区分

できること 

・共通仮設費や実施設計委託費等の共通経費を按分できること 

例えば、工事の契約金額全体について、直接工事費の工事の内訳書の情報を

もとに建物本体と附属設備に分割し、この比率に基づき、共通仮設費や設計委

託料等の関連経費も按分し、耐用年数が異なる資産ごとに資産計上がされるよ

うな様式を用意することが考えられる。 

（天川委員提供資料） 

  

工事費用を建物と附属設備に按分する様式例（熊本県宇城市）

資産取得原価算定表（建物）

1. 当該工事費 単位（円） 3. 関連経費 （設計業務委託料など ※土地購入費及び補償費を除く） 単位（円）

番　号 年　度　（西暦） 2018 契約番号 委託業務等名称 金額（税込）

工事契約番号 宇城第Ａ-３号 引渡年月日（西暦） 2019/3/1 宇城第Ａ－１号 測量設計業務委託 7,700,000

工事名称 ●●施設整備工事 宇城第Ａ－２号 設計監理業務委託 2,600,000

工事場所 松橋町○○100番地

直接工事費（税抜） 66,000,000 （A）

最終請負額（税込） 92,000,000 （B）

共通仮設費等 26,000,000 （C）　（B）-（A） 合　　　計 10,300,000

（D）

2 .  直接工事費の内訳 工事設計書等を活用 白枠に入力 青枠に集計 ②+（C）×直工按分率 ③+（D）×直工按分率 単位（円）

直接工事費 資産台帳 共通仮設費等 関連経費 関連経費 摘要1 摘要2

登録単位の集計 配賦後 配賦後 按分率

① ② ③ 【資産取得原価】 ④

建築工事 40,000,000

●●施設（建物）集計 40,000,000 55,757,576 62,000,000 60.606%

建築工事 5,000,000

コンテナハウス集計 5,000,000 6,969,697 7,750,000 7.576%

電気設備工事 9,000,000

空調設備工事 9,000,000

●●施設（設備）集計 18,000,000 25,090,909 27,900,000 27.273%

外構工事（フェンス、塀） 3,000,000

外構集計 3,000,000 4,181,818 4,650,000 4.545%

計 66,000,000 66,000,000 92,000,000 102,300,000 100.000%

工事概要

建物本体建設、コンテナハウス建設、建物附属設備（電気設備、空
調設備）工事、外構工事
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